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立大学総合政策学会『総合政策』第 12 巻第 1号、





































保という意味合いが強かった 1938 年（昭和 13 年）












































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































129 ヵ町村まで激減をみた国保も、昭和 23 年末













1． 県医療局と県立病院等の 20 年間
　県営医療（医療局）は 1950 年（昭和 25 年）11















































































れた。」（1961 年 1 月）






































年 15 ヵ町村）。「昭和 13 年本県で最初に国保を始



























である。なお、直営施設は 58・59 年の 152 をピー







41 年度の公衆衛生活動の実施回数は 2186 回、取







　県立病院等は 1950 ～ 60 年度の 10 年間で患者
数（約 5倍増）や病床数（1,865 → 4,362）、職員




には病院 30 に対して 15、71 年には 28 に対して
13（2000 年現在 27、6）となり、主に採算性の観
点から大幅に縮減された。診療所の取扱患者数は



















































　県立病院は 1967 年度（昭和 42 年度）に 28 と
なり、99 年度（平成 11 年度）まで続く（診療
所 13 →6）。この間に病床数は約 1.2 倍（5,196
床→ 6,233 床）、職員数は約 1.7 倍（3,387 人
→ 5,862 人 ）となった。患者数は約 1.6 倍
































和 45 年）8 月に引継ぎ職員の取り扱いや市営診
療所の市営継続などが確認に至っている。また、





















































　『岩手県立病院 30 年の歩み』（1981 年）の発刊
に当たって、県医療局長の黒沼静三は「昭和 50











　県営医療において 1981 年度（昭和 56 年度）の










































































　『温故而知新』において医療局長（1989 年 7 月





























が 88 年 3 月に医療局長に提出され、また急速な
高齢化により介護（福祉）需要が著しく高まり、
保健・医療・介護の総合化が強く要請されるなか
で、中村知事交替直後の 91 年 6 月に 2000 年度ま
での「県立病院等長期経営計画」（96 年中間見直
し）が策定された。いずれも長期的視点に立った
提言である。なお、81 年度から 4,302 人で据え
置かれていた医療局職員定数が 92 年度に 4,522














1991 年度と 2000 年度で総収益 796 億円（一般
会計負担金 77.5 億円）→ 1,106 億円（同 103.9
億円）、総費用 804 億円→ 1,115 億円、累積欠
損金 75.7 億円→ 77.2 億円、内部留保資金残高
49.1 億円→ 104.4 億円、病床数 6,081 床→ 6,231
床、1 日平均患者数・入院 5,301 人→ 5,608 人、
外来 13,658 人→ 13,877 人、病床利用率 87.2％
→ 90.0％、患者 1 人 1 日当り平均収益・入院
19,635円→ 25,396円、外来7,316円→ 10,778円、
職員数（委託職員含む）5,627 人（うち医師 478 人）
→ 6,067 人（同 568 人）で、投資総額は同期間で












































論が 83 ～ 88 年度については連続黒字のために表







































　2000 年（平成 12 年）2 月に医療局「岩手県立
病院等長期経営計画―まごころと科学でささえる





































　2004 年 2 月に医療局「県立病院改革（基本プ
ラン・実施計画）」（04 年度～ 08 年度）が公表さ
れた。この最大の特徴は二次保健医療圏19）にお
ける「広域基幹病院の一層の体制強化・機能特化」





































いて医師数は 2008 年度に 03 年度 650（正規・常
勤臨時）比で 101 増の 751 であり、かなり明るい
見通しを持っていると言えよう。







ることから言えば、03 年 10 月の実質的な議論の


















　こうした県財政の悪化のなかで、2004 年 9 月
に県立佂石病院（272 床）と佂石市立佂石市民病
院（250 床）の統合計画が発表され、07 年 4 月に
新県立病院（272 床）が開院した22）。佂石市「佂
石市民病院と県立佂石病院の基本的な方向性」（04






















年度－8.6 億円、04 年度－15.1 億円、05 年度 4.9
億円、06 年度－9.7 億円、07 年度－10.8 億円と
なる。入院、外来ともに患者数が減少の一途を辿
り、1 日平均で 2006 年度順に 4,554 人（00 年度
5,242 人）、11,784 人（同 18,737 人）まで低下し、
外来収益は大幅減少となり、いずれも計画を下
回っている。国の医療政策が重視する病床利用率
は 06 年度に 79.4％（01 年度 83.7％、02・03 年




2006 年 186.8 人で、全国最低クラスで、全国平
均 217.5 人に比して－30.7 と大きな格差がある。
1984 年の差が 11.6 であったので、拡大している
ことがわかろう。県立病院等の医師数はいつしか




である。常勤医師は 01 年度 545 人（最高）→ 03






































「新しい経営改革」案の公表は 2008 年 11 月で、5
地域診療センターの無床化が一律に 09 年 4 月、
































て、岩手県公立病院等改革検討委員会が 08 年 5




























































































































ており、医師数は 2008 年度 532 人（臨床研修医
97 人を含むと 629 人）→ 13 年度 599 人（112 人、




























































































































　「新しい経営改革（案）」の 2008 年 11 月公表以
来、県民向けの知事講演やパンフレットでは退職














































計 921.0 億円、費用合計 931.8 億円、差引－10.8
億円、資本的収入 151.3 億円、資本的支出 175.6
億円、差引－24.4 億円、一般会計からの繰入
177.6 億円（収益的収入分 141.1 億円うち医業外
収益分32）112.0 億円）、年度末累積欠損金 138.4
億円、内部留保資金残高 37.7 億円で、企業債償
還は毎年度 110 ～ 130 億円を見込んでいる。
　年度末累積欠損金は資本的収支分も含めて





















































































点で岩手県内の自治体立病院が 2006 年に 18 日で


























































































































































療応援実績（延べ数）は 2004 年度 575 人、05 年
度 394 人、06 年度 726 人、07 年度 820 人であり、




















































































































































































































































































5） 高嶋裕子「国民健康保険法第 54 条の解釈をめぐって
―岩手県の事例検討から―」（『人間社会環境研究』12
号、2006 年 9 月、金沢大学大学院人間社会環境研究
科 [ 編 ]、金沢大学）
6） 岩手県医療局『次代への書―心から心へ半世紀―』




















































人員ベースでみると、1975 年度 257,755 人、87 年度

















年度 34,343（1 日平均 94.1）であったが、増加の一
途を辿り、1999 年度 158,563（同 433.2）となっている。
12） 累積欠損金（収益収支ベース）は 1960 年代後半に急
増している。67 年度（昭和 42 年度）1,011 万円、68
年度 1.2 億円、69 年度 5.4 億円、70 年度 9.5 億円、
71 年度 16.2 億円、72 年度 21.3 億円、73 年度 38.2
億円、74 年度 49.3 億円、75 年度 58.2 億円、76 年度


























対策の拡充強化という 3つの柱と、別掲として 28 項
目の改善項目を提示した内容で組み立てられていた」
（『次代への書』p.267）。なお、その策定に際して、重







































































21） 「県立病院改革（基本プラン・実施計画）」（2004 ～ 08
年度）の推進とは別に、県の「行財政構造改革プログ












で、05 年 2 月に佂石市長と県医療局長の間で「県立
佂石病院と佂石市民病院の統合に関する協定書」が締




































25） 市町村立病院等の状況について、2008 年 4 月現在、





































ターは休日の救急患者は 1日当たり 2005 年度 1.7 人、
06 年度 2.0 人、07 年度 1.7 人、08 年度（診療所化年
度）2.0 人（8 月末までの実績）である。なお河北新















































































Vol.6、No.1、2007 年 3 月）、拙稿「『平成の大合併』
と人口小規模自治体」（日本地域経済学会『地域経済





























院改革基本プラン」（2004 年 2 月）における累積欠損





め、2000 年 1 月からカルテの閲覧・口頭による説明・
写しの提供等が実施されている。









10 人分から 15 人分に拡充されたため、負担の増額分
を助成金として市町村に交付する。交付総額は医師養






　　　　　　　　　（2011 年 5 月 12 日原稿提出）
　　　　　　　　　（2011 年 8 月 1 日受理）
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